
各種財政指標等の推移【平成29年度決算】

80.4 80.7

82.8

89.4

86.7

85.0

89.0
87.4

90.2 90.9 90.0
91.3 91.6

76.0

78.0

80.0

82.0

84.0

86.0

88.0

90.0

92.0

94.0

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

経常収支比率

12.8
13.3 13.4 13.5

12.9
12.3

10.9
10.0

9.4 9.3
8.8

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

実質公債費比率
（３ヶ年平均）

93.8
105.7 104.4

89.8

74.9

96.4

57.1

53.0

42.1

56.5 59.4

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

110.0

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

将来負担比率

258.2

253.6253.1
254.4

257.2257.0

248.6247.7

257.8257.1

254.0253.5

263.7

240.0
242.0
244.0
246.0
248.0
250.0
252.0
254.0
256.0
258.0
260.0
262.0
264.0

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

地方債現在高（一般会計）

0.0
2.0
4.0
6.0
8.0

10.0
12.0
14.0
16.0
18.0
20.0
22.0
24.0
26.0
28.0
30.0
32.0
34.0

H17H18H19H20H21H22H23H24H25H26H27H28H29

財政調整

基金

減債基金

24.1

20.0
22.0
24.0
26.0
28.0
30.0
32.0
34.0
36.0
38.0
40.0
42.0
44.0
46.0
48.0
50.0

H17H18H19H20H21H22H23H24H25H26H27H28H29

地方債発行額

公債費元金償

還額

億円

× ××

目標19億円
以上

目標90%未満

×

国の経済対策

×

健全財政確保のための目標

目標１ 地方債発行額については、各年度の元金償還額以下とする。

目標２ 基金残高（財政調整基金・減債基金）は、19億円以上とする。

目標３ 経常収支比率は90％未満とする。
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325.6

大型建設事業により地方債発行額が大幅増

＜H29決算の特徴点＞
◇地方債発行額について、総合体育館整備や袋井北小校舎増築など、大型建設事業の増加により、元
金償還額を大きく上回ることとなった。
◇経常収支比率について、職員給や退職手当などの人件費の増加や保育所運営費や障害者自立支援
給付費などの扶助費の増加により、経常的な歳出が増加したため、対前年比0.3ポイント増となった。

＜性質別の主な増加項目（H19年度対比）＞
◇扶助費35億円（141.7％増） 生活保護費等の増、新規保育所開設による保育所運営費等の増
◇物件費15.5億円（40.9％増） 中部学校給食センター、総合健康センター等新施設開設に伴う施設管
理費の増

目標残高をキープ

地方交付税の減など経常一般財源の減により増

自由に使えるお金は１割！

経常収支比率

財調・減債基金残高

プライマリーバランス

早期健全化基準（イエロー） 350％

一般会計が将来負担すべき実質的な負債
（組合・企業会計等含む）の標準財政規模
に対する比率
（例：家族全員の借金総額が１年間の給与
収入に占める割合）

将来負担は昨年度に比べ増加
将来負担比率

財政再生基準（レッド） 35%

早期健全化基準（イエロー） 25％

一般会計が負担する借入金返済額（組合・企業会
計等含む）の標準財政規模に対する比率
（例：家族全員の１年間の借金返済額が給与収入に
占める割合）

ローンの割合が減少
実質公債費比率（3カ年平均）

国の経済対策
９億円

H25経済対策→借入→残高増
地方債残高(普通会計）
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296.5301.2321.4

291.2
279.2

扶助費・物件費が年々増加
性質別歳出額（普通会計）
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323.3

23.0

中東遠総合医療セン
ター開院等に伴う減

旧袋井市民病院清算に
伴う増（約15億円）

・中東遠総合医療センター建設改良費の償還
が本格化したことによる増
・中部学校給食センターの本格稼働に伴う増

×

343.4
326.0

×

袋井市総合体育館整備
及び運営事業の債務負
担行為設定に伴う増
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財政力指数（単年度）４年ぶりに実質的な黒字へ
実質単年度収支

H28の黒字57百万円には、平
成27年度末で廃止した土地
開発基金2.6億円の一般会計
への編入を含む

単年度の収支から、赤字・黒字要
素（財政調整積立金の積立と取崩
し）を加減したもの。当該年度だけ
の実質的な収支を把握するための
指標
（例：昨年度と比べて、貯金を含め
た豊かさを示す）

総合体育館整備
袋井北小校舎増

築

総合体育館整備

袋井北小校舎増築

××

× 百万円

20.7
23.2


